
様式１（第５条第１項関係）
文書番号
元号　　年　　月　　日
　　　文　部　科　学　大　臣　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機 関 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　            
元号　　年度原子力人材育成等推進事業費補助金交付申請書
  原子力人材育成等推進事業費補助金交付要綱第５条第１項の規定により、次のとおり申請します。
１．開始（採択）年度
２．補助事業名
３．本年度の事業計画

別紙のとおり

４．補助事業の実施期間
　自　元号　　年　　月　　日

　至　元号　　年　　月　　日

　


(別紙)　

事　業　計　画　書

Ⅰ．補助事業の内容

１．補助事業名
２．補助事業の目的　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　

３．本年度の事業の項目及び内容

Ⅱ．補助事業の実施体制

	事業項目
	実施場所
	担当責任者

	
	
	


　

Ⅲ．補助事業費等

事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費　　目
	補助事業費
	補助金交付申請額

（= ①－②－③－④）
	備考

	
	
	うち補助対象経費（①）
	
	

	
	
	
	うち利用料収入※
（②）
	うち受講料収入※
（③）
	うち自己充当額

（④）
	
	

	人　件　費
	
	
	
	
	
	
	

	事　業　費
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	


※利用料収入及び受講料収入のうち補助対象経費に充てるべきものとされる経費とする。
（注）消費税等仕入控除税額を減額して申請する場合は、次の算式を明記するとともに、減額金額の算出の基礎となる資料を作成の上、添付すること。
　　　　　補助金所要額－消費税等仕入控除税額＝補助金の額※
        　　　　　　　－　　　　　　　　　　＝　　　　　※
収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	補助事業費
	備考

	
	
	うち補助対象経費
	

	補　助　金
	
	
	

	利用料収入※1
	
	
	

	受講料収入※２
	
	
	

	自己充当額　
	
	
	

	そ　の　他
	
	
	

	合　　計
	
	
	


※1 補助対象経費については、利用料収入のうち補助対象経費に充てるべきものとされる経費とする。

※2 補助対象経費については、受講料収入のうち補助対象経費に充てるべきものとされる経費とする。

様式２（第７条関係）
文書番号
元号　　年　　月　　日
　　　機 関 名
　　　代表者名　　　　殿
                                     　　　　　　　　文部科学大臣　　　　
元号　　年度原子力人材育成等推進事業費補助金交付決定通知書
　元号　　年　　月　　日付第　　号で申請のあった標記補助金については、原子力人材育成等推進事業費補助金交付要綱第６条の規定により、下記のとおり交付することに決定しましたので、同交付要綱第７条の規定により通知します。
記

１．補助事業名 

２．補助金の交付の対象となる事業は、交付申請書記載（次）のとおりとする。
３．補助金の交付決定額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
４．補助金の確定額は、実際に支出され、又は支出が確定した補助対象経費の額から、補助事業において、共用に供することによって得る利用料収入及び研修を行うことによって得る受講料収入のうち補助対象経費に充てるべきものとされる部分を減額した額と補助金の交付決定額（計画変更承認された場合は、承認済みの額とする。）のいずれか低い額とする。

５．補助事業は、補助金の交付を受けた年度の３月３１日までに完了しなければならない。
６．補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）及び同法施行令（昭和３０年政令第２５５号）並びに原子力人材育成等推進事業費補助金交付要綱（平成２２年９月３日文部科学大臣決定）に従わなければならない。

７．補助条件は、前項に定めるもののほか、次のとおりとする。
　（１）○○○○○○

　（２）△△△△△△

　　　　　・

　　　　　・

８．この交付の決定の内容又はこれに附された条件に対して不服があり、補助金の交付の申請を取下げようとするときは、元号　　年　　月　　日までに交付申請取下げ書（様式３）を文部科学大臣に提出するものとする。

様式３（第８条第２項関係）
文　書　番　号
元号　　年　　月　　日
　　　文　部　科　学　大　臣　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機 関 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　            
元号　　年度原子力人材育成等推進事業費補助金交付申請取下げ書
　元号　　年　　月　　日付第　　号をもって交付決定通知のありました元号　　年度原子力人材育成等推進事業費補助金については、下記の理由により取下げたいので、原子力人材育成等推進事業費補助金交付要綱第８条第２項の規定により申し出ます。
記
１．補助事業名
２．取下げの理由
３．その他



様式４（第１０条第１項関係）
文　書　番　号
元号　　年　　月　　日
　　　文　部　科　学　大　臣　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機 関 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　            
元号　　年度原子力人材育成等推進事業費補助金計画変更承認申請書
　元号　年　月　日付第　　号をもって交付決定通知のありました元号　　年度原子力人材育成等推進事業費補助金について、計画を変更したいので、原子力人材育成等推進事業費補助金交付要綱第１０条第１項の規定により、下記のとおり申請します。
記
１．補助事業名

２．変更事項

　　①変更前

　　②変更後
３．変更の理由
４．変更が補助事業に及ぼす影響及び効果


５．その他


様式５（第１１条関係）
文　書　番　号
元号　　年　　月　　日
　　　文　部　科　学　大　臣　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機 関 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　            
元号　　年度原子力人材育成等推進事業費補助金補助事業中止（廃止）承認申請書
　元号　　年　　月　　日付第　　号をもって交付決定通知のありました元号　　年度原子力人材育成等推進事業費補助金について、補助事業を中止（廃止）したいので、原子力人材育成等推進事業費補助金交付要綱第１１条の規定により、下記のとおり申請します。
記
１．補助事業名
２．補助金使用状況
　（１）交付決定額　

　（２）支払済額（利息額含む）

　（３）未支出額（返還金額）

３．補助事業中止（廃止）の年月日及びその理由
４．補助事業中止（廃止）の後に講ずる措置

５．その他


様式６（第１２条関係）
文　書　番　号
元号　　年　　月　　日
　　　文　部　科　学　大　臣　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機 関 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　            
元号　　年度原子力人材育成等推進事業費補助金補助事業遅延届
　元号　　年　月　日付第　　号をもって交付決定通知のありました元号　　年度原子力人材育成等推進事業費補助金について、事業の遅延が見込まれるので原子力人材育成等推進事業費補助金交付要綱第１２条の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１．補助事業名
２．補助事業の内容及び進捗状況
３．遅延理由
４．遅延に対して講じた措置
５．遅延等が業務に及ぼす影響
６．補助事業の遂行及び完了の予定

７．その他


様式７（第１３条関係）
文　書　番　号
元号　　年　　月　　日
　　　文　部　科　学　大　臣　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機 関 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　            
元号　　年度原子力人材育成等推進事業費補助金状況報告書
　元号　　年　　月　　日付第　　号をもって交付決定通知のありました原子力人材育成等推進事業費補助金について、原子力人材育成等推進事業費補助金交付要綱第１３条の規定により元号　　年　　月　　日までの実施状況を、下記のとおり報告します。
記
１．補助事業名

２．実施状況
（単位：円）
	費　目
	補助事業費（①）
	上記の日付までの実績額（②）
	実施率

（②／①％）
	補助金の概算交付済額
	　　備　考

	
	
	
	
	
	


　　　（注）備考欄には、進行に遅滞のある場合の理由等を記載すること


様式８（第１４条第１項関係）
文　書　番　号
元号　　年　　月　　日
　　　文　部　科　学　大　臣　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機 関 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　            
元号　　年度原子力人材育成等推進事業費補助金実績報告書
　元号　　年　　月　　日付第　　号をもって交付決定通知のありました原子力人材育成等推進事業費補助金について、事業が完了（補助金の交付決定に係る国の会計年度が終了）したので、原子力人材育成等推進事業費補助金交付要綱第１４条第１項の規定により、下記のとおり報告します。
記
１．補助事業名

２．補助事業の実績
　　別紙（イ～ハ）のとおり
３．その他


別紙　イ
事 業 結 果 説 明 書

事業の実績の説明

	


別紙　ロ
収支決算書

（１）収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	補助事業費
	備考

	
	
	うち補助対象経費
	

	補助金
	
	
	

	利用料収入※1
	
	
	

	受講料収入※２
	
	
	

	自己充当額
	
	
	

	そ　の　他
	
	
	

	合　　計
	
	
	


※1 補助対象経費については、利用料収入のうち補助対象経費に充てるべきものとされる経費とする。
※2 補助対象経費については、受講料収入のうち補助対象経費に充てるべきものとされる経費とする。

（２）支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費目
	交付決定額※３
	補助事業費
	補助金充当額
	備考

	
	
	
	うち補助対象経費
	
	

	
	
	
	
	うち利用料収入※4
	うち受講料収入※5
	うち自己充当額
	
	

	人　件　費
	
	
	
	
	
	
	
	

	事　業　費
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	


※3 交付決定額は、計画変更承認がなされた場合は、承認済みの額を記載すること。

※4 利用料収入のうち補助対象経費に充てるべきものとされる経費とする。
※5 受講料収入のうち補助対象経費に充てるべきものとされる経費とする。

（注）消費税等仕入控除税額を減額して申請した場合は、次の算式を明記するとともに、減額金額の算出の基礎となる資料を作成の上、添付すること。
　　　補助金所要額－消費税等仕入控除税額＝補助金の額※
　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　＝　　　　　※
別紙　ハ
取 得 財 産 等 一 覧 表

１．補助事業において取得・製造した資産

（単位：円）
	財産の名称
	仕様
	数量
	取得等年月日
	取得等価格
	設置場所
（住所）
	備考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※原子力人材育成等推進事業費補助金交付要綱第２０条第１項の財産処分の制限に該当する取得・製造した資産について、補助事業者において管理する資産の単位毎に記載すること。

２．補助事業において効用の増加がなされた資産

（単位：円）

	財産の名称
	仕様
	数量
	財産の額
	設置場所
（住所）
	備考

	
	
	
	増加前
	増加後
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※原子力人材育成等推進事業費補助金交付要綱第２０条第１項の財産処分の制限に該当する効用の増加がなされた資産について、補助事業者において管理する資産の単位毎に記載すること。

※本補助事業において取得・製造した資産については備考欄に取得・製造した年度を記載すること。

様式９（第１４条第２項関係）
文　書　番　号
元号　　年　　月　　日
　　　文　部　科　学　大　臣　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機 関 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　            
国の会計年度終了に伴う元号　　年度原子力人材育成等推進事業費補助金実績報告書
　元号　　年　　月　　日付第　　号をもって交付決定通知のありました原子力人材育成等推進事業費補助金について、国の会計年度内に補助事業が完了しておりませんので、原子力人材育成等推進事業費補助金交付要綱第１４条第２項の規定により、別紙関係資料を添えて下記のとおり報告します。
記
１．補助事業の年度末実績額　　　　別紙のとおり
２．補助事業の実施状況
　　※繰越承認を受けた場合は、翌会計年度に行う補助事業に関する計画を含む。

    （別紙）　　　　　　　　補助事業の年度末実績額                             
（単位：円）
	費　　目
	補助金

交付決定額
	年 度 末
決算額①
	既に支払いを受
けた合計額②
	差額
①－②
	次年度
繰越額
	備考

	人　件　費
	
	
	
	
	
	

	事　業　費
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	


※交付決定額は、計画変更承認がなされた場合は、承認済みの額を記載すること。
                                                                                    

様式１０（第１５条第１項関係）
文　書　番　号
元号　　年　　月　　日
　　　機 関 名
　　　代表者名　　　　殿
                                     　　　　　　　　文部科学大臣　　　　
元号　　年度原子力人材育成等推進事業費補助金確定通知書
　元号　　年度原子力人材育成等推進事業費補助金については、原子力人材育成等推進事業費補助金交付要綱第１５条第１項の規定により、下記のとおり確定したので、通知します。

　（また、既に支払った補助金の額が、確定した補助金の額を超えるので、原子力人材育成等推進事業費補助金交付要綱第１５条第２項の規定に基づき下記のとおり、別途歳入徴収官文部科学省大臣官房会計課長より送付する納入告知書により返還して下さい。）
記
１．補助事業名

２．補助金の交付決定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
３．補助金の額の確定額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（４．返還すべき補助金の額　　　　　　　円）

（５．返還期限　　　納入告知書に記載された期限）

※（　）書きは、返還すべき補助金がある場合



様式１１（第１６条第１項関係）
文　書　番　号
元号　　年　　月　　日
　　　文　部　科　学　大　臣　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機 関 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　            
元号　　年度原子力人材育成等推進事業費補助金に係る消費税等仕入控除税額確定報告書
　元号　　年　　月　　日付第　　号をもって交付決定通知のあった原子力人材育成等推進事業費補助金について、消費税等仕入控除税額が確定しましたので、原子力人材育成等推進事業費補助金交付要綱第１６条第１項の規定により、下記のとおり報告します。
記
１．補助事業名

２．補助金額（交付要綱第１５条による額の確定額）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
３．補助金の確定時における消費税等仕入控除税額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
４．消費税及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税等仕入控除税額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
５．補助金返還相当額（４－３）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（注）別紙として返還額に係る積算の内訳を添付すること。

様式１２（第２２条関係）
　元号　年度原子力人材育成等推進事業費補助金調書
      　　　　　元号　年度
  文部科学省所管一般会計
                                                             　　　　　  （地方公共団体名                            ）
	国
	地方公共団体
	備　　考

	歳出予算科目
	交付決定の額
	補助率
	歳　　　　　　　入
	歳　　　　　　　　　　　　　　　出
	

	
	
	
	科目
	予算現額
	収入済額
	科目
	予算現額
	うち国庫補助
金相当額

	支出済額

	うち国庫補助
金相当額

	

	(項)
○○費
（目）
○○補助金
○○事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　「歳入科目」及び「歳出科目」の欄は、地方公共団体の予算書及び決算書における当該補助金の計上科目を記入すること。
    ２　当該補助金に係る「額の確定」を受けたときは、備考欄に確定額を記入すること。

※なお、事前に文部科学省へ登録している連絡先から電子メールにて提出する場合は、本記載は省略することが出来る。
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